
廃棄物発電の普及促進に向けて

1．�はじめに�
～廃棄物発電への期待～

　2011 年 3 月 11 日に東日本を襲った
未曾有の大震災と福島第一原発事故か
ら約 2年が経過しようとしている．被
災地で発生した災害廃棄物は広域処理
や各地の仮設焼却炉により，2014 年
度末処理完了を目標に稼働中である．
また，被災地で既に稼働中であった廃
棄物処理施設は大半が被災後数日で復
旧しており，地震による建物と設備へ
の損傷は少なかったと報告されてい
る（1）．廃棄物処理施設は十分な耐震設
計のもとに建設されているため，地域
社会の環境保全や資源循環を担うだけ
でなく，自然災害時における住民の避
難所，燃料・水・電力の備蓄，供給源
など防災施設としての有用性が注目を
集めている．
　また，「再生可能エネルギーの固定
価格買取制度（FIT 制度）（2）」が 2012
年 7 月からスタートした．太陽光，風
力，地熱，中小水力，そしてバイオマ
スが対象（表 1参照）となり，バイ
オマスの分類の中に廃棄物が含まれる
ことから，「災害に強い施設」，「防災
拠点」に加え「エネルギーセンター」
と位置づけられ，新たな電力供給源と
して廃棄物発電の普及促進が期待され
ている．
2．�政府の施策動向と廃棄物発
電の現状

　政府からの支援制度は前述の資源エ
ネルギー庁の FIT 制度に加え，環境
省の廃棄物発電普及促進のための「循
環型社会形成推進交付金（高効率ごみ
発電施設の整備促進事業）」と，震災
を契機に 2013 年度から施行予定の「廃
棄物発電の高度化支援事業」が挙げら
れる．「循環型社会形成推進交付金」
は焼却処理にともない生じるエネル
ギーの有効活用を高効率に行うごみ発
電施設の整備促進を目的とした制度で
あり，規模別に設定された発電効率を
満足する施設に対し設備費の 1/2 が交
付される．また「廃棄物発電の高度化
支援事業」は廃棄物発電の増強方策の
検討・実証，廃棄物処理施設における
FIT 制度の円滑な実施支援等を通し
て，廃棄物系バイオマスの利活用の促
進を含めた廃棄物発電の高度化を目的
とした事業である（3）．
　しかし，政府の支援制度にもかかわ
らず日本の廃棄物発電は思うように進
展していない．2010 年度の施設の合
計数は 1 221 箇所，平均処理量は
152t/日であるが，規模の小さい処理
施設がほとんどであり，100t/日未満
の小規模施設が 634箇所と全体の 52%
を占めている（図 1参照）．施設規模

が大きくなるほど発電量および外部へ
の送電量の割合が多くなり，100t/日
規模では発電量の 40%，400t/日では
発電量の 70%が外部送電可能とな
る（4）．現状では，市町村の行政区域内
に限定された処理となっていることも
あり施設規模が小さく，発電を行って
いる施設が 306 箇所と全体の約 25%
に留まっている．自治体の枠に捉われ
ず，周辺の自治体からもごみを集める
という広域処理が今後の廃棄物発電の
普及に向けた課題である．
　2012 年 8 月には，環境省からバイ
オマス発電の飛躍的導入に向けた戦略
が発表された（5）．広域処理の推進に加
え，廃棄物処理施設の更新・改良等を
通じ高効率発電の導入，電力需要に対
応した発電運用により，さらなる廃棄
物発電の加速化が図られるものと考え
る．
3．おわりに～今後の展望～
　廃棄物発電は太陽光や風力と異なり
天候に左右されない再生可能エネル
ギーであり，火力，水力と並びベース
電力となる可能性を持っている．従来

の 迷 惑 施 設（NIMBY，Not  in my 
back yard）から，地域住民に歓迎さ
れる誘致対象施設（PIMBY，Please in 
my back yard）へのイメージ革新の時
期を迎えている．災害に強い施設の建
設，廃棄物発電効率の向上，廃棄物処
理技術のさらなる進展等，機械工学分
野のみならず，産業界が一体となり今
後の強い国づくりの一端を担っていき
たい．
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表 1　FIT 制度の調達価格，調達期間（文献（2）より抜粋）

バイオマスの種類
ガス化 固形燃料燃焼

下水汚泥 家畜糞尿 未利用木材 一般木材 一般廃棄物
下水汚泥

リサイクル
木材

費
用

建設費 392 万円 /kW 41万円 /kW 41万円 /kW 31 万円 /kW 35 万円 /kW

運転維持費
（1年当たり） 184 千円 /kW 27 千円 /kW 27 千円 /kW 22 千円 /kW 27 千円 /kW

IRR（内部収益率） 税前 1% 税前 8% 税前 4% 税前 4% 税前 4%

調達 
価格

（1kWh
当たり）

調達区分 メタン発酵ガス化
バイオマス 未利用木材

一般木材
（含パーム

椰子殻）

廃棄物系 
バイオマス

（木質以外）
リサイクル

木材

税込 40.95 円 33.60 円 25.20 円 17.85 円 13.65 円
税抜 39 円 32 円 24 円 17 円 13 円
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図 1　一般廃棄物焼却施設の規模別分布
（「環境省，日本の廃棄物処理　平成 22 年度版」より抜粋）
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